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［北海道農業経済研究第3巻第1号 1993.10]

［論文］

コントラクターの動向と地域農業

一粗飼料生産の受委託と地域的支援一

I はじめに

1950年代後半に始まった経済の高度成長期以降、

牛乳・乳製品の需要はほぼ一貫して増大してきた。

この需要増大と不足払い法を背景として、北海道

酪農ーことに道東・道北の草地型酪農ーは、加工

原料乳の主産地として急速な発展を遂げた。この

間に酪農家では規模拡大・集約化がすすみ、所得

は増大したが、同時に離農が続出し地域の過疎化

が大きな門題となっている。また個別経営内にお

いては施設の合理化と機械の大型化・高性能化が

進んだにもかかわらず、労働過重の問題は深刻さ

を増し、かつ経営管理システムの不十分さと経営

管理能力の個人差が大きく、多額の負債に苦しむ

経営が少なくない。

他方、社会・経済情勢をみると、貿易自由化・

農業保護措置撤廃の圧力は年々強まっており、環

境問題ともあいまって、都府県の酪農家では営農

意欲を失っているものも少なくない1)。また社会

の趨勢は労働時間短縮・休日増加やゆとり・潤い

のある生き方を重視する方向にあり、この傾向は

農村にも浸透しつつある。農業内部においても、

農業を 1つの産業とみなし、他産業と並列して選

択の対象とする考え方が広まりつつあることとも

あわせて、労働条件の改善が要請されている。

このように貿易自由化圧力の増大と府県酪農の

＊北海道立根釧農業試験場
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浦 谷孝義

地盤沈下傾向のなかで、北海道酪農は一方では規

模拡大・集約化を通して牛乳の増産を図り、他方

では労働過重の是正等労働条件の改善とゆとりあ

る生活の実現という課題を解決しなければならな

い局面にある。粗飼料生産の受委託が注目される

のは、受委託が前述の課題に応える 1つの方策で

あり、今後の酪農展開を支援するものとして期待

されるとともに、それが各所で形成されつつある

という現実に根ざしている。本報告では、上述の

ような状況下での草地型酪農における粗飼料生産

の受委託の現状・問題点と今後の方向を報告して、

シソポジウムの検討素材としたい2)。

注 1)文献 [3]参照

注2)本報告の核となる部分は文献 [6]に基づ

いている。

II 草地型酪農の動向とコントラクター

「コソトラクター」とは、 「農家との間で農作

業の委託・受託に関する契約を取り交わし、その

契約に基づいて、当該作業の開始から完了までの

全責任を引き受けて実行し、それに対する対価を

受け取る組織」である。本報告で対象とするのは

そうした組織のうち、粗飼料生産を受託する組織

である％酪農専業地帯である根釧地域でコソト
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ラクターが拡大しつつある最大の要因は労働力問

題であるが、労働力問題への対応がこのような形

であらわれる理由（必然性）は、これまでのこの

地域の酪農展開過程のなかに見い出されなければ

ならない。そこで以下では労働力問題に焦点を当

てながら、根室地域における酪農の展開過程を概

括しておこう。

根室地域が、本格的に酪農専門地域としての展

開をみせるのは、 1956年に始まる集約酪農地域の

指定を契機とし、 1966年の不足払い法によって原

料乳価が保証されて以降のことである 2)。その後、

農家戸数は年平均約2%の割合で減少し続けなが

ら、ほぼ一貫して酪農への特化を強め、規模拡大•

集約化を進めてきた。府県の稲作地帯と異なり、

兼業機会に恵まれず、かつ酪農以外に頼る作目が

ないこの地域としては当然の方向であった。

この過程における労働力調達の動向を見ると、

3つの特徴がある 3)。第ーは基幹的労働力の微増

傾向と補助的労働力の微減傾向である。すなわち

センサスによると、 1戸当たりの基幹的労働力は

1970年には1.9人であったが、 90年には2.6人にな

り、他方補助的労働力は同じく0.9人が0.5人に減

少している。農業者年金の受給に伴う現役からの

引退、牛舎・圃場とも機械作業が多くなり手作業

が減少したため高齢者が対応しうる作業が少なく

なったことなどによる。第二に、臨時雇用を展う

農家戸数割合は1970年代後半に30"-'35%とピーク

に達したが、その後低下傾向を示し90年には22%

となっている。第三に手間替え戸数割合も1970年

代半ばをピーク (34%)としてその後減少し、 90

年には11%になっている。酪農地帯においては、

手間替えは通常共同作業に伴う労働交換を意味す

るから、このことは共同作業という形態が縮小・

解体しつつあることをも示唆している。これら 3

点から、 1970年代後半以降酪農経営では第一に共

同作業が縮小・解体して個別完結化傾向が強まり、

第二に補助的労働力及ぴ雇用労働力が減少して夫

婦を中心とする基幹的労働力への依存を強めてき

たことがうかがわれる。このことは、基幹労働力

への労働負担が大きいばかりでなく、基幹労働力

が病気や事故などに遭遇した場合、その労働力を

代替することは困難であり、経営は危機に直面す

ることをも示唆している。こうした場合、かつて

は相互扶助が機能したが4)、現状ではそれに期待

することは難しく、この点では酪農経営の不安定

性はむしろ増大しているといえる。しかし、いま

のところそのような不安定性をサボートするシス

テムは形成されていない。

ごく近年の根室地域の酪農動向をみると、自由

化・農業保護縮小に備えて、規模拡大と集約化が

急速に進行しつつある。規模拡大で特徴的なこと

は、スタ‘ノチヨ‘ノ牛舎の規模限界は経産牛50~60

頭と見られていたが、これを超える規模（成牛70

頭以上）層が増加しつつあることであり、その最

先端はフリーストール牛舎へと移行している％

しかし、フリーストール牛舎に移行したとしても、

家族労働力 2人を前提とすれば経産牛が100頭以

上になると乳牛飼育部門と粗飼料生産部門とが競

合するといわれ、現状ではフリーストール化で労

働過重が解消されるわけではない6)。またフリー

ストー・ル経営は70頭以上層の経営数よりもはるか

に少なく、スタ‘ノチョソ牛舎のままで施設増築な

どにより多頭化を進めている経営が相当数に上る

ことが推測される。このことは、経産牛 1頭当た

り乳量8,000kg以上の経営が1986年の 7%から19

92年の32%へと増加していることにみられるよう

に、個体乳量の向上にともなう飼料給与時間等の

増加とあいまって労働過重を助長する要因となっ

ている。そこで現状における粗飼料生産作業のピー

ク時期の労働時間を、牛舎様式別にみると 7)、ス

夕‘ノチヨソ経営の場合（平均経産牛頭数62頭）で

乳牛飼育に9.3時間、粗飼料生産に4.7時間、計14.

0時間を要し、フリーストール経営の場合（同69

頭）で順に8.0時間、 4.4時間、計12.4時間となる。
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年間総労働時間は、前者で7,500時間（うち粗飼

料生産700時間）後者で6,500時間（同710時間）

に達する。

このように長時間労働・年中無休のうえ労働環

境としても必ずしも良好とはいえない酪農が、果

たして他産業に伍して職業として選択の対象とな

りうるかどうかが問題であろう。そこで酪農家と

一般勤労者、畑作農家、稲作農家について年間労

働時間及び可処分所得を比較した8)。一般勤労者

世帯 (3,100時間）に比べると、畑作農家、稲作

農家でも労働時間は多いが、酪農 (7,950時間）

のそれは際だって多い。しかも、実可処分所得

（可処分所得一負債元利償還額）では酪農経営

(539万円）は勤労者世帯のそれに比べて特に

(478万円）大きいわけではない。酪農に新規就

農する人は独特の価値観に基づいて入植する人が

少なくないことや、一般勤労者については過労死

やサービス残業が問題となる状況であるから、こ

のデータだけで決めつけることは危険であるが、

他産業に伍して選択の対象となるにはハソディキャッ

プが大きいといわざるをえない。このような酪農

における労働時間の長さは、生活面における余暇

や各種社会活動の時間を制約するだけでなく、農

業者の健康にも少なからぬ影響を与えている。す

なわち、畑作に比べて酪農の腰痛発現率は 2倍以

上に達し、かつ女性の発現率が極めて高いという

報告がある％酪農家における女性の立場からみ

て説得力のある指摘であり、このように女性にし

わ寄せが行くような経営管理・家庭管理のあり方

が問われることになろう。

注1)粗飼料の収穫・調製だけでなく、飼料畑の

管理作業全般を含む。

注2)文献 [5]参照。

注3)農業セ‘ノサス各年版の整理による。

注4)文献[1 J参照。

注5) ここではミルキ‘ノグパーラーをも併せてこ

う呼ぶ。またフリーストール牛舎を装備した

経営を単にフリーストール経営といい、スタ

ソチョソ牛舎についても同様とする。

注6)文献 [2]参照。

注7)文献 [2]参照。

注8)農家経済調査、家計調査及び毎月勤労者統

計（地方）調査による（各1990年度）。

注9)文献 [4]参照，

III 委託農家の特徴と作業委託の経営的評価

1 • 委託農家の類型および委託の特徴

現在、根釧地域で粗飼料の受委託生産が展開し

ている町村は、主に別海町と浜中町である。委託

の中心はサイレージ調製であり、他に草地更新等

の委託もみられる。サイレージ調製を委託してい

る農家に対するア‘ノケート調査結果に基づき、委

託の動機等を指標として、多頭化型、機械投資抑

制型、労働軽減型、緊急対応型の4類型に区分し

た。

多頭化型は、委託を前提としてすでに多頭化を

図っている経営である。このタイプが委託を評価

する視点は、委託を活用した多頭化によって経営

費以上に粗収益が増加し、所得（もしくは経営者

労働報酬）が大きくなるかどうかである。畜産物

輸入自由化に対抗する基本戦略として規模拡大・

集約化が位置づけられ、フリーストールシステム

の導入が急速に進んでいる状況からみて、このタ

イプはこれからの展開方向として重視すべきであ

るとともに、今後も増加することが予想される。

機械投資抑制型は、負債累積、高齢化等の事情

により機械投資が困難であるか、機械を所有して

自家作業をするより委託する方が有利と判断した

経営である。このタイプでは、機械投資及ぴ機械

費用の節約と粗飼料生産費用の低下が評価の視点

として重視される。労働軽減型は、規模及び乳牛

飼育・粗飼料生産の作業体系と家族のライフサイ
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クルとの相互関係から労働負担が過大になってい

る経営である。このタイプでは、健康を害しかね

ないほどの過重労働から解放されることが評価さ

れる。緊急対応型は、家族労働力における病気や

事故等により粗飼料生産に対応できなくなったタ

イプである。この類型では、突発的な状況にもか

かわらず粗飼料を確保し、経営を存続できること

が大きな意味をもつ。

サイレージを自家調製するための機械（ハーベ

スタまたはロードワゴ‘ノ）を所有している経営の

割合は、多頭化型で60%(すべてハーベスタ）、

機械投資抑制型は35%、労働負担軽減型は80%、

緊急対応型は63%である。ロールベーラはいずれ

も個人所有で、各類型とも80%以上の農家が所有

している。 2番草を乾草に調製するためと、天候

不順な場合のバックアップとしての役割も考慮さ

れているためである。

サイレージ調製のうち委託に出されているのは

1番草が圧倒的に多く、 2番草はほとんどない。

1番草の委託内容をみると、多頭化型と機械投資

抑制型では 1番草収穫の50%以上を委託に依存し

ている。前者はハーベスタにより自家作業で収穫

する面積の倍の面積を委託し、後者ではハーベス

タによる収穫はすべて委託している。緊急対応型、

労働軽減型は前2者より面積、割合ともかなり小

さい。特に労働軽減型では自家でのハーベスタに

よる収穫面積の方がはるかに多く、飛び地など効

率の悪いほ場を委託に出しているものと思われる。

委託に関する考え方をみると、緊急対応型は自

家調製しきれない分を委託すると考えているのが

86%、すなわち自己完結を旨としているのに対し

て、多頭化型は委託をある程度前提としているた

め受託側の事情にも配慮しようとしている (80%)

ことが窺われる。労働軽減型はどちらかというと

自己完結を志向しており、機械投資抑制型には両

方の考え方をもつ経営が含まれる。

以上、機械所有、委託の状況、委託に関する考

え方からみると、委託の安定性が最も高いのは多

頭化型で、最も不安定なのは緊急対応型、他の 2

類型はこの中間的な性格を持つとみられる。受委

託の安定性・継続性という観点からは、受委託は

多頭化型を核として展開しつつ、機械投資抑制型、

労働軽減型は広がりを付与する補完的なものとし

て位置づけることができよう。

2. 粗飼料生産委託の経営的評価

上記4類型のうち、経済的な評価が重視される

多頭化型、機械投資抑制型から代表事例を各 1戸

選定し、経営経済的な評価を行う。機械投資抑制

型の事例は、酪農部門と肉牛預託部門（乳雄子牛

の哺育・育成）との複合経営である。粗収入及び

農業所得に占める肉牛部門の割合は40"-'45%、機

械は肉牛及び乳牛飼育用のトラクタが2台である。

機械利用組織が解散した時点で、機械を所有する

よりは委託の方が有利と判断し、粗飼料生産はす

べて委託している。多頭化型の事例は、 1989年に

フリーストールに移行した。委託を前提とした多

頭化を志向しており、サイレージ調製の委託のみ

ならず、哺育牛についてもグループを形成して預

託を開始した。搾乳牛135頭（経産牛150頭）を目

標とし•ているが、 1990年は多頭化の途上にあるた

め、牛舎の稼働率は低く、所得率もやや低い。条

件の良い草地を委託に出すため、条件の悪い草地

を自分で調製しなければならず、ハーベスタを牽

引型から傾斜地や小区画圃場に適応しやすい直装

型に更新している。

まず委託によって所得拡大が見込めるかどうか

を検討する。機械投資抑制型では（表1)、現状

の酪農部門の所得は9,000千円、所得率30%で、

肉牛部門は8,100千円、 37%、全体としての所得

は17,390千円である。この経営が粗飼料生産を全

面的に自家で行なうと想定して試算すると、委託

料（約3,100千円）に代わって機械償却費等（約

6,700千円）が発生するため、差引では農業経営
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表 1 機械投資抑制型の委託の経営的評価

項 目 合

（千円）

酪~□ :~: I :=~=iご
粗 t-------・-・・・・・・・ 螂岬・・・--------・・・・・・・・・● ..............  螂.......................―I・.. ••• •••••••••• -, ••••• • ―-..... ・・-+・.・-------------~----------------

乳代 19,640 19,640 19,640 
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・--・・・  螂書
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・-------
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● 蜘囀.....
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経

農機具費 1,557 876 681 7,595 6,719 

購入飼料 7,226 6,179 1,047 6 179 営卜—----------------------------------------1--------------+----------— -t---------------t-------------螂J_____螂.___ -----•----------------
委託•預託料 3 , 118 3, 118 3, 118 
----------------
水道電気料 665 462 204 462 

-----: 貞畜費--------------------------1---玉函z--+----4:-0;;4-- — t-----z:-i蒻―+-------------t--:i:094―--,----------------
費い-----------------------·-—-----・... ·---•----------------1-.... ゚-----------,一・・・・・-----------1----------------+-----筆・------・・-<・・--・-----------
支払地代

その他経営費 9,824 3,593 6,231 74 

経営費計 I I I I t 
593 74 

---------------------------------------------3面蒻ー5-----2五り函―-------i'.ぷ蒻1---------国6i9___-2t蒻―+---;;:524―--

農業所得 17,390 9,286 8,104 5,381 

所得率（％） 32.5 29.6 36.7 17.2 

評 経営者労働報酬 14,245 7,315 6,929 2,602 

価 時間当り// (円） 3,939 2,937 6,159 914 

指 資本収益率（％） 23.2 16.4 37.4 I 2.3 

標 I粗飼料生産費用 6,805 11,276 

ha当たり 123.7 205.0 

TDN t当たり 37.0 61.3 

注） 1. 経産牛39頭、耕地面積55ha、出荷乳量290t。

2. 個体販売はH2年実績である。

3. 肉牛部門（乳雄哺育・育成の預託）の粗飼料（乾草）はすべて購入。
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費が増加し、酪農部門の所得は約5,400千円（約3,

900千円の減少）となる。現行料金のもとで、作

業が適期内に実施されるのであれば、この経営が

機械を導入し自家作業をすることは得策でない。

多頭化型についてみると（表2)、現状に対して

目標は頭数で1.6倍、飼料作面積で1.4倍の規模拡

大である（搾乳牛は1番草のみを給与すると仮定）。

多頭化により、粗収入は120,000千円 (1.6倍）、

農業経営費は91,000千円 (1.5倍）、所得は29,00

表2 多頭化型における委託の経営的評価
（千円）

項 ：状-~『叫：算テ搾jm+~s:
生産費用ロ

叶
生産費用

目

〗ロロ
経 l:::a費 l:i:~且：：；；l::iif !:::::~ 

エニ評
経営者労働報酬 1,887 17,038 

価 時間当り// (円） 618 4,179 

指 資本収益率（％） 2 ， 
慄
粗飼料生産費用 17,042 20,860 

ha当たり 232.5 206.5 

TDN t当たり 57.2 47.2 

注） 1. 現状：経産牛92頭、耕地面積7ha、出荷乳量797t。

目標：経産牛152頭、耕地面積lOlha、出荷乳量1,317t。

試算は目標を想定して行った。規模拡大に伴う施設・機械は装

備済みで、収入•費用については償却•修理費は別途計算し、

変動費は一部の費目を除き耕地面積・搾乳牛頭数の増加率に比

例的に増加すると仮定した。

2. 委託料は現状の水準で試算。

3. 個体価格はH2年実績を用いている。

0千円 (2.4倍）となる。これに伴って経営者労働

報酬や資本収益率も大幅に改善される。委託料が

現在の水準ならば、この経営は多頭化により大き

な利益を獲得できる。

次に粗飼料生産費用における委託の効果を検討

する。機械投資抑制型の事例（表 1)は、現状で

は全面委託なので、全面自家調製する場合を想定

して試算し、両者を比較した。 ha当たり粗飼料

生産費用は全面自家調製： 205千円、全面委託

（現状） ： 124千円、 TDNt当たりでは順に61千

円、 37千円となるから、ともに全面委託の方が約

40%安くなっている。多頭化型についてみると

（表2)、ha当たりでは多頭化前（現状） ： 234 

千円、多頭化後（目標） ： 207千円、 TDNt当た

りでは順に57千円、 47千円と、 10........,20%弱の費用

低減となる。両類型とも、委託を活用することに

よって粗飼料生産費用を低減できる。

一懺械投資抑創型一

委託の上限料金（千円）

300~ ··...• 
250 ・・．．． 

200 
P=4安 tx+1a."s・・・・・・..:=6719/X+18.5 

150 t・-----,-. 一•ここ．．．．．．
•— ・-100. 「

P=1340/X+11.6 
50 I - -------
゜20 30~40 4 50 

現状の採草地面積適期内最大処理面積

委託面積(ha)
―謁委託け諏4

生国洸（中古）

-・ 一• •••• 
全濁濯O

-----・ 
環行料金げ諏-t1.EEl

注）
1. 全面委託：全ての膿湯作業を委託．

全作彙を自寧作震とした湯合と対比．

2.-部委託： 9イレーヅ｛繍切）謂製のうち刈諏—鎮圧を委託．
剛環を自蒙作彙とした湯合と対比．

3. 一部中古は轟額罐械（トラクタ、ハーペスタ等）を中古とした．
値格は1991年値格．
修瑳費は実態l;:J田して償却費の20%を見込み．固定費とみなした．

図1 委託の上限料金（試算）
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第3にこれらの農家において自家作業よりも委

託が有利な料金すなわち委託料金の上限について

検討しよう。この上限料金は、受託側が請負可能

な下限料金と照合することによって、受委託が成

立するかどうかを判定する指標として重要な役割

をも果たす。対象作業はサイレージ調製における

「刈取～鎮圧」である。機械投資抑制型では機械

を所有し自家作業をした場合の費用と委託料金と

の比較が問題になる（図 1)。事例経営において

は35haを採草地として利用（残りは放牧地）し

ており、これを自家調製した場合のha当たり費

用はほぼ50千円であるから、委託料金がこれより

高ければ委託が不利になる。したがって、委託料

金の上限はほぼ50千円/haである1)。35haを越え

る場合はハーベスタ、テッピソグワゴ‘ノ等の機械

を装備して自家作業する方が有利である。ただし

自家作業の場合、適期内最大処理面積は46haで

おるから、これを越える面積をサイレージに調製

するには、一部を委託しなければならない。多頭

化型の場合は、収益の大きさもしくは生産要素に

帰属する単位当たりの収益が問題となる。多頭化

型の場合に最も制約となるのは経営者の労働及ぴ

マネジメソトに関わる能力であると考えられるの

で、経営者労働報酬を指標とした。試算の前提は、

①経産牛135頭・飼料作面積lOlha、②飼料作の

うち最大46haを自家調製し、残り (55ha以上）

を委託する、である。また、多頭化型経営の経済

規模（投下資本額、事業収入）は作業受託企業の

それiこ匹敵する。そこで、経営者労働報酬の目標
を受託企業の経営者並みに時間当たり 4千円とす

ると、自家調製を最大限 (46ha)にしたときの

委託料金の上限は57千円となる。

家と受託組織との結びつき方によって異なってい

る。企業直結型の場合委託先の将来の保障がない、

つまり受託組織の永続性を問題とする農家が多い

(44%)のに対し、農協直営型の場合は全戸が

「天候不順への対応」 (100%)を心配としてい

るほか、 「刈取時期が制約される」 (63%)等、

を挙げる農家が多い。農協介在型の場合は、これ

らの中間的な傾向を示している。

注1)ここでの試算は「刈取～鎮圧」というサイレー

ジ調製の一部の作業を対象としている。事例経営

は実際には全作業を委託しているので、図の上方

の曲線が現実に即した上限を示す。さきに所得が

増加するという結果が出たのは、この違いによる。

w 受託組織の特徴と作業受託の経済性

1 . 受託組織の類型と特徴

受託組織には、農協直営、企業、農家の 3つの

類型がある。農協直営型は農協の事業の一環とし

て行っており、事例では負債累積農家の機械投資

を軽減することをねらいとして開始された。しか

し近年多頭化型の経営が委託するようになってき

ており、その性格は変わりつつある。

企業が受託組織となっている場合は農協介在型

と直結型の 2つのタイプがある。農協介在型の場

合、作業実施主体は企業であるが、委託要望のと

りまとめや委託料の精算・徴収などを農協が行い、

また料金設定にも農協が関わる。直結型の場合の

農協と企業との関係は、料金提示と組勘を通して

の料金の回収程度である。これらの企業に共通す

る特徴は、第一にもともとは草地整備から始まり、

後に農業関連資材の運搬などに拡大していること、

3. 粗飼料生産委託の問題点 第二には企業の規模は小さいものが多いこと、第

以上、酪農経営にとって作業委託は経済的なメ 三に創業者は地元出身者であり、事業も地元の農

リットを有することが明らかになったが、問題が 業を基盤に展開しているため、地元関係者の信頼

ないわけではない。委託側からみた問題点は、農 を重視して会社運営に当たっていること、第四に
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運営上の課題として、通年操業の確保があげられ

ていること、である。企業はいずれもサイレージ

調製以外の業務を兼営しており、その主なものは

各種資材の運搬、堆肥運搬•散布及び草地更新・

基盤整備である。しかしこれら兼営部門の業務量

は、冬期間 (11月,...._,4月）には極端に減少するた

め、サイレージ受託作業の著しい季節性ともあい

まって雇用労働力の安定的な確保を制約する要因

となっている。

酪農家が受託しているケースでは、いずれも臨

時雇用を導入するとともに、何らかの形で運送業

者等との連携（労働力調達、機械調達、受託業務

の調整等）をとっているが、農協との連携はない。

経営内における酪農部門と受託部門との労働競合

が厳しく、酪農または受託業務のいずれかに専門

化するか、あるいは独立した組織をつくるか、選

択を迫られる時がくるであろう。

受託作業の特徴は、第ーにサイレージ調製作業

体系はいずれも無予乾に近いことである。すなわ

ち刈取後の反転・集草は省略され、予乾時間はご

く短く（夜中や早朝に刈り取って圃場に放置し、

午前～午後調製）、高水分サイレージに調製して

いる（一部では蟻酸添加）。水分が高いことと詰

め込み作業の能率が高いことから、多くはバンカ

ーサイロを対象としている。第二に現状ではハー

ベスタは殆どが牽引式で、 1社のみが自走式を利

用している。作業人員は3,...._, 5人で、刈取作業は

農家が分担する場合と、業者が行なう場合とがあ

る。密封作業はほとんどの場合農家が分担する。

第三に 1日当たり（実稼働時間は10時間、他に準

備、休憩などに2時間前後を要する）の標準的な

作業面積は牽引式ハーベスタで7.Sha、自走式ハ

ーベスタで15ha程度とみられる。作業適期を6

月上旬後半,...._,7月上旬前半（うち80%が作業可能

日数）とすると、適期内の最大処理面積は自走式

ハーベスタの場合は360ha、牽引式の場合は180h

aである。
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2. 作業受託の収益性と費用

これらの企業におけるサイレージ調製による収

入は、現状では総収入の10~30%程度である。サ

イレージ調製部門の収支は企業によって異なるが、

いまのところいずれも大きな利益を上げるに至っ

ていない。

ー自走式I¥ーベlt体系一

受託の下隕料金（千円）

120 一部中古

全機新調

-・ 一•一•
現行料金
~J取—韻圧）

。゚
ー

0

0

 

0
 

0
 

8

6

4

2

 

適期内最大処理面積

200~300 
受託実績平均

400 

受託面積01)

1.~ は360ha{15ba/日X24日(6/6-7/5)}
実作業日数： 24日、/¥ーベスり稼働時間： 1 Ob r/日
2. 機械償却費の部門負担割合は現状と同じ．
3. 作業体系：モn:,.→自走式Iヽ—"'ス9→ダンブトう9ク (1113台）→1ヽ‘ンカーサイ 0

図2 受託の下限料金（試算）

サイレージ調製（刈取～鎮圧）の作業費用を、

自走式ハーベスタ体系（モアコ‘ノ→自走式ハーベ

スタ→ダ‘ノプトラック (llt:3台）→バンカーサ

イロ）と牽引式ハーベスタ体系（モアコ‘ノ→牽引

式ハーベスタ→ダ‘ノプトラック (2.......,4t:3台）→バ

ソカーサイロ）について試算した。企業の利潤は

見込んでいないので、これは企業が作業を受託し

得る料金の下限である。自走式の場合（図2)、

適期内最大処理面積 (360ha)を料金設定の基礎

にすると、 ha当たり作業費用は44千円（新調装

備の場合。一部中古機械利用の場合は40千円。以

下同じ）となる。過去数年の受託実績（約230ha)



が確実な受託面積と見て、これを基礎にすると59

千円（同51千円）となる。牽引式についてみると、

適期内最大処理面積 (180ha)を基礎にすると、

ha当たり費用は59千円（同50千円）となる。ま

た受託実績120,...,,.,170haの中間をとって150haを基

礎とすると、 ha当たり費用は67千円（同56千円）

である。

3. 粗飼料生産受託の問題点

受託組織の基本的な課題はすでにふれた年間操

業と受託面積の安定である。さきに企業における

冬期間の収入が極端に少ないことを指摘した。こ

の点の改善方向を探るため、サイレージ調製以外

で農家が委託したいと考えている作業をみると、

多いのは堆厩肥の移動、散布である。堆肥の移動

は冬期間でも可能な作業であり、受託側が期待し

ている仕事の 1つである。これらサイレージ調製

以外の作業を受託できれば、年間操業の条件が徐々

に整うとともに、人件費及び機械固定費の分散が

可能なため、サイレージ調製作業の料金低減が可

能になるであろう。

次に受託面積の安定化について考えてみよう。

A農協管内の受託実績の推移をみると、 1990年に

は286haと、前年実績 (435ha) より大きく落ち

込んでいる。これは、この年の 1番草収穫時期の

天候は極めて不順であり、委託農家では刈遅れを

恐れて近隣の農家に頼んだり、自分でロールサイ

レージに調製したためである。このことは、受委

託を安定化させるには、このような不測の事態に

直面しても、受託面積を可能な限り適期内に調製

できるようなバックアップ体制が必要であること

を示唆している。

V 受委託の方向と課題

1 • 受委託の方向

受委託が成立するための基本条件は、受委託に

よって委託側・受託側双方が安定的にメリットを

受けることである。これを阻害し制約する問題点

として、委託側からは「天候の不順への対応が心

配」、 「刈取時期が制約される」 「受託組織が将

来にわたって作業受託を継続するか不安」があげ

られ、受託側からは「年間操業の確保」 「受託面

積の安定」があげられていた。

また冒頭でふれたように、労働時間の短縮やゆ

とりの確保といった要請にも応えねばならない。

労働条件の改善、特に労働負担の軽減という点で

は、委託に対する評価は高い。こうした評価を基

礎としながら、前述の問題点や今後発生するであ

ろう問題を解決し、受委託の安定性を保障し得る

仕組みすなわち受委託システムをつくりだしてい

くことが今後の受委託の方向となろう。

その受委託システムが担うべき役割は以下のよ

うに考えられる。第ーは受委託をスムーズに実行

するための各種の調整である。調整の内容は、①

作業調整：受委託作業の需給調査とその調整、作

業時期や順番の調整、補完的出役労働や機械提供

の調整等、②料金調整：料金水準の事前設定・事

後検討及びその改訂等、③企画調整：地域酪農の

長期的見通しに甚づく受委託システムのあり方・

再絹方向の検討。第二は受託組織の通年操業を支

援することである。特に受託組織が企業である場

合、良質の労働力を安定的に確保するためにはで

きる限り年間稼働に近づけることが重要である。

こうした支援策として当面考えられるのは、各種

農業資材の運搬業務や草地更新の斡旋、及び今後

増加が見込まれる堆肥の移動・運搬•散布などの

とりまとめ・斡旋である。第三は受託組織のバッ

クアップ体制を整備しておくことである。企業の

場合は倒産などにより作業受託が消滅する危険が

ないわけではないし、天候不順のために作業の進

捗が大幅に遅れる可能性もある。さきにみたよう

に農家はこの点を懸念しており、万が一の場合に

備えてこれに対応できる体制を準備しておく必要
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がある。こうしたバックアップ体制としては当面、

機械・労働力銀行や農機具のリース制度などが考

えられる。

この受委託システムの運営に関して、農協は中

心的な役割を担うことになろう。すなわち、 1つ

にはこのシステムの事務局的機能を担当すること、

2つには農協が持っている経済機能を背景に受託

組織への支援を行うこと、 3つには粗飼料分析な

どにより料金設定の根拠を提示すること、そして

4つには営農指導との連携をとること、である。

図3は、これらの役割や運営を考慮して、受委託

システムの組織機構及び運営体制を模式的に描い

たものである。

2. 地域的労働補完システムの必要性

以上、粗飼料生産の受委託の実態を明らかにし、

今後の方向について検討した。冒頭でふれたよう

に、受委託は酪農における労働問題と深く関わっ

ている。そこで改めて酪農における労働問題の改

善方向にふれて本稿を終わることにしたい。

ここでみた粗飼料生産の受委託は、労働配分の

極端な季節性という労働問題の一部を改善し解決

受委託システムと運営体制

することはできるが、残される問題も少なくない。

その代表は「休日確保」である。 「休日確保」を

実現するには、当該日のすべての作業を他の人に

代替できることが必要である。現在はこの点でヘ

ルパーが注目されているが、雇用あるいは共同化

（今後は法人化が前提）という方法によっても対

応は可能である。労働過重が問題となる領域を、

搾乳部門（経産牛）、育成部門、粗飼料生産部門

と分けて考えれば、それぞれの部門で、いくつか

の方法がありうる。このように、労働問題の改善

のためにはさまざまな方法が考えられるのである。

‘したがって、地域の実状に適応し得るようにこ

れらの方法をいかに関連付け組み合わせ、地域的

な労働力補完システムを形成していくかが、一段

大きな課題だということになる。

VI 要約と今後の検討課題

, . 要約

①根室地域における酪農経営では、 1960年代後半

以降一貫して規模拡大・集約化が進み、その過程

で圃場作業の個別完結化及び夫婦2人の基幹労働

農協の支援体制•関連事業

A: 企画
B湘蜘暉：実 務
C: 紐釦I:: ! 

• 匹 : (応醇的と

D: 謝行、；
リ→事業 ： 

， 遍携）

図3 粗飼料生産の受委託システムの組織機構と運営及び支援体制
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カヘの依存が強まる傾向にある。また年中無休で

年間労働時間7,000時間程度と極めて多く（こと

に女性への負担が大きい）、健康への影響も指摘

されている。

②貿易自由化・農業保護縮小に備えて、規模拡大

と集約化が急速に進みつつあり、なかでもフリー

ストールヘの移行が急増している。しかし、その

場合でも家族労働力 2人では経産牛が100頭を越

えると労働競合が発生し、労働過重の解消には至

らない。

③サイレージ調製を委託している酪農経営は、多

頭化型、機械投資抑制型、労働軽減型及ぴ緊急対

応型の4つに類型化できる。機械装備、委託の内

容、委託に関する考え方を考慮すると、委託の安

定性が高いのは多頭化型で、低いのは緊急対応型、

他の 2類型はこれらの中間的性格と考えられる。

④多頭化型と機械投資抑制型を取り上げて、経営

的な評価を行った。両類型とも委託により、所得

の増加と粗飼料生産費用の低減が期待できる。委

託の上限料金は、多頭化型で57千円、機械投資抑

制型で50千円である。

⑤委託側からみた問題点は受託組織との関係によっ

て異なり、企業と直接結びついている場合は受託

組織の永続性が、農協直営型の場合は天候不順ヘ

の対応等が懸念されている。農協介在型の場合は

これらの中間的な傾向を示している。

R受託組織は、農協直営型、農協介在型企業、直

結型企業及ぴ農家の4類型に区分できる。企業の

主な特徴は、草地整備等から始めて農業生産資材

の運搬等に事業を拡張していること、創業者は地

元出身者であり地元関係者の信頼を重視して事業

運営に当たっていること、等である。

⑦受託組織におけるサイレージ調製作業では、無

予乾に近く高水分に調製するとともに、主にバソ

カーサイロを対象としている。作業体系は自走式

ハーベスタ体系と牽引式ハーベスタ体系があるが、

1番草の適期内最大処理面積は前者で360ha、後

者で180haである。

R現状ではサイレージ調製部門の収入は企業の総

収入の10--....,30%で、この部門は大きな利益を上げ

るに至っていない。 「刈取～鎮圧」について作業

費用を算出すると、自走式の場合最大処理面積を

基礎とすると44千円（実績面積では59千円）、牽

引式では同じく 59千円（同67千円）となる。

R受託側からみた問題点は、年間操業の確保と受

託面積の安定化である。

⑩受委託が労働負担を軽減するという評価は高い

が、今後は受委託の安定性を保障しうる受委託シ

ステムの形成が必要になる。受委託システムの役

割としては、作業や料金等の調整、受託組織の年

間操業の支援、バックアップ体制の整備等が考え

られる。この受委託システムにおいて農協は事務

局機能を始め重要な役割を果たすことが期待され

る。

⑪受委託は労働配分の著しい季節性を改善するこ

とはできるが、酪農経営の労働問題はこれにとど

まらない。休日確保など他の労働問題をも改善す

るには、ヘルパー組織を含む地域的な労働力補完

システムが必要になろう。

2. 今後の検討課題

①模式的に示した受委託システムの骨格に肉付け

が必要である。例えば、農協は具体的にどのよう

な面でどの程度受託組織を支援しうるか、天候不

順時のバックアップの核となる機械・労働力銀行

の仕組みや運営方式および構築される受委託シス

テムの運営に要する費用の大きさやその負担方法

等である。

②今後の酪農展開を考える上で、労働問題は重要

な位置を占めるであろう。この点からすると、受

委託の他に雇用・ヘルパーさらには法人化・共同

化など多様な方法がありうる。それらを対比して、

受委託の特性を明らかにし、各々を地域において

どう位置づけ、機能させるか、こうしたより広い
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視点からの検討も必要になる。
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